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沖縄県における環境放射能に関する調査 

－福島第一原子力発電所事故以降－ 
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and Aya IWASAKI.  

  

要旨：福島第一原子力発電所の事故による沖縄県への影響について，降下物や空間線量率をモニタリングする他，土壌

や生物試料（松葉）中の放射性 Cs について調査した．同発電所１号機原子炉建屋の水素爆発が起こった 2011 年３月 12

日以後，文部科学省（現・原子力規制庁）の委託調査において，４月６日の定時降下物から 131Iが検出された他，３月か

ら６月までの月間降下物試料から 131I，134Cs 及び 137Cs の核分裂生成物が検出された．４月の月間降下物試料で検出され

た核分裂生成物について年間の被曝量を算出したところ，1.6×10-4 mSv/yで，日本人が１年間で被曝する量の２万分の１

以下であった．また，県内の 10 箇所において，土壌及び河川底質を採取し，放射性 Cs について調査したところ,５地点

で 137Cs が検出されたが,134Cs については不検出であった事から,これらについては過去の核実験等の影響であると判断さ

れた．指標生物（松葉）について，沖縄島の３地域（北部，中部，南部）で試料を採取し，同様に放射性 Cs について測

定したが，いずれの地点においても不検出であった． 
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Ⅰ はじめに 

 2011 年３月 11 日に発生した東日本大震災は多くの人

命を奪っただけではなく，福島第一原子力発電所の事故

を引き起こした．この事故により，原子炉で生成された

種々の核分裂生成物が大気へと放出され，広域に飛散し，

日本国内に放射能汚染に対する懸念が広がった．  

過去における核分裂生成物の広域的な汚染は，1970 年

代まで続いた大気圏内核実験や 1986 年に起こったチェ

ルノブイリ原発事故がある．大気圏内核実験については，

現在もなおその影響を確認することができ，沖縄県にお

いても那覇市の土壌から 137Cs（半減期 30.2 y）が約 2 

Bq/kg，90Sr（半減期 28.8 y）が約 0.5 Bq/kg検出されてい

る（2010 年現在）1)．また，チェルノブイリ原発事故の

影響については，金城ら（1987）により調査が行われて

おり，事故発生当時は，大気浮遊じんや降下物等の環境

試料の他，天水及び植物試料（松葉，センダン草等）か

らも 131I（半減期 8.04 d）や 137Cs が検出された．また，

大気浮遊じんの試料からは，この２種以外にも， 95Nb（半

減期 39.0 d），99mTc（半減期 6.02 h），103Ru（半減期 39.4 d）

等，計 14種の核分裂生成物が検出された 2)．   

今回の福島第一原発事故では，発生直後，関東地方に

おいても，空気中から 131I ，133Xe（半減期 5.25 d），129Te

（半減期 69.6 m）等の種々の放射性核種が検出された 3)．

また，事故から数ヶ月たっても，水源や農産物，加工食

品から放射性 Csが検出される事例が相次ぎ報道された．  

当該事故は，チェルノブイリ原発事故と比較すれば，

原子炉から放出された放射性物質の量は少なく，影響範

囲も狭いと考えられている 4)．しかしながら，全国の自

治体で実施されている降下物調査で，131I，134Cs（半減期

2.06 y）及び 137Cs が及び検出された 1)． 

今回の福島第一原発の事故発生以後，文部科学省（現・

原子力規制庁）をはじめ，国内の様々な研究機関が種々

の調査を行っている．沖縄県においても，文部科学省が

全国の自治体に指示した緊急モニタリング（「モニタリン

グ強化」による調査）の他，種々の汚染調査や独自のモ

ニタリングを実施してきた．本報では，「モニタリング強

化」及び「環境放射能水準調査」（いずれも文部科学省委

託事業調査）の調査結果を用いて本県の影響を評価する

とともに，独自調査として，県内の土壌や河口付近の底

質，並びに生物指標として松葉を採取し分析した結果に

ついて報告する． 

   

Ⅱ 方法 

１．「モニタリング強化」による調査 

 文部科学省からの指示による「モニタリング強化」調

査を，2011 年３月 19 日からうるま市（沖縄原子力艦放

射能調査施設）（図１及び表１の地点①）及び南城市大

里（沖縄県衛生環境研究所）（図１及び表１の地点⑯）
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で実施した． 測定項目は次に示す通りである． 

（１）定時降下物 

当研究所の屋上に設置したステンレス製の採取装置に

より，朝９時から翌日の朝９時までの 24 時間の雨水や埃

を採取した．なお，雨水がない場合は，ドライフォール

アウトとして，採取装置内に付着した埃等を蒸留水で洗

い流して，測定試料とした．採取した試料は，前処理を

行わず，そのまま U８容器に移し，Ge半導体検出器で核

種分析を行った． 

（２）上水 

毎日，沖縄県庁（那覇市）（図１）の水道水を採取し，

マリネリビーカー（２L）に移して，Ge 半導体検出器に

より核種分析を行った（2012年１月以降は，毎日１Lず

つ採取し，３ヶ月分を加熱濃縮して，U８容器に移し，

核種分析を行うよう調査方法が変更された）． 

（３）空間線量率 

うるま市（沖縄原子力艦放射能調査施設）に設置され

たモニタリングポストの空間線量率の１時間値を集計し

た（当該モニタリングポストが遠隔地であり，また機器

の不調が発生し，継続的な測定が困難であったため，2011

年８月から 2012 年３月までは，測定地点を当研究所に変

更して測定した）．また，2011年６月 13 日から，NaI ( Tl ) 

型サーベイメータによる地上高１m での空間線量率の測

定も追加された（当研究所の敷地内で測定）．なお，2012

年４月からは，モニタリングポストがオンライン化され，

うるま市での測定結果が自動的に文部科学省（現・原子

力規制庁）へ送信されるようになった．また，サーベイ

メータによる測定も，うるま市で毎月１回行う事となっ

た． 

２．月間降下物調査（文部科学省委託事業調査） 

図１．沖縄県内における調査及び試料採取地点． 
表１．試料採取地点と試料種類及び採取日． 

試料種類 採取地点名（図１の番号に対応） 採取日

土壌 ①うるま市
（沖縄原子力艦放射能調査施設）

2011.7.28

″ ②那覇市奥武山公園 2011.7.28

芝草・表土 ③北部保健所 2011.8.25

″ ④宮古保健所 2011.9.15

″ ⑤八重山保健所 2011.10.21

河口底質 ⑥屋部川（古島橋） 2012.11.19

″ ⑦天願川（宇堅橋） 2012.10.25

″ ⑧比謝川（比謝橋） 2012.10.25

″ ⑨國場川（那覇大橋） 2012.8.31

″ ⑩報得川（川尻橋） 2012.10.25

松葉 ⑪国頭村楚洲 2013.1.16

″ ⑫名護市許田 2013.1.16

″ ⑬うるま市与那城中央 2013.2.6

″ ⑭うるま市与那城照間 2013.2.6

″ ⑮うるま市具志川 2013.2.6

″ ⑯南城市大里
（衛生環境研究所及び近隣施設）

2012.10.15
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同調査は，文部科学省から委託している「環境放射能

水準調査」の調査項目の１つである．同委託事業の「実

施計画書」5)に従い，うるま市に設置した大型水盤で，

１ヶ月間，雨水や埃等を採取し，加熱濃縮により乾固さ

せ，最終的に U８容器に移し，Ge半導体検出器による核

種分析を行った． 

３．大気浮遊じん調査 

 「モニタリング強化」における定時降下物や空間線量

率調査において異常値が確認された際の補完調査として，

大気浮遊じんについて調査を行った．ハイボリュームエ

アサンプラを当研究所の屋上に設置し，2011 年３月 30

日から４月 30日までの１ヶ月間，午後３時から翌日の午

後３時までの 24 時間の空気を採取した．なお，４月 25

日から 27日にかけては，「環境放射能水準調査」用の試

料採取のため，３日間連続して空気を採取した．採取後，

「実施計画書」に記載された手順を参考にし，集じんし

たろ紙を円型に打ち抜いて U８容器に移し，１－２時間，

Ge 半導体検出器による核種分析を行った． 

４．土壌等環境試料  

（１）土壌試料（文部科学省委託事業調査） 

 同委託事業の「実施計画書」に従い，うるま市の「沖

縄原子力艦放射能調査施」設敷地内草地（2010年度整地）

及び那覇市奥武山公園の未耕地土壌で，深さ０－５ cm

の土壌試料を採取した（図１及び表１の地点①及び②）．

採取した試料は，「ゲルマニウム半導体検出器等を用いる

機器分析のための試料の前処理法」6)に従って処理した

後，U８容器に移して Ge半導体検出器による核種分析を

行った．  

（２）芝草，表土試料 

 県内の３つの保健所（北部，宮古，八重山）の敷地内

において，原発事故が起きた 2011 年３月 12 日以降，人

為的攪乱がないと思われる草地を選定した．草地を

50 cm 四方に区切って芝草試料を刈り取り採取した（図

１及び表１の地点③－⑤）．採取後，露出した裸地から

深さ２ cm までの表土をスコップで刮げ取り，表土試料

も採取した．採取した試料については，芝草は乾燥・灰

化した後，U８に移して核種分析を行った．表土につい

ては土壌調査と同様に処理して核種分析を行った． 

（３）底質試料 

 沖縄本島内５河川の河口域（図１及び表１の地点⑥－

⑩）において，「環境試料採取法」7)に記載されている海

底土採取と同じ方法で，底質試料を採取した．採取した

試料は，上澄みを除いた後，約 105℃で乾燥させ，U８に

移して核種分析を行った． 

５．指標生物（松葉）調査 

 環境放射線モニタリング指針 8)を参考にして，本調査

では松葉を指標生物とした．調査地点は，住宅密集地を

避け，なるべく樹木の上部の空間が開放された地点を選

定し，沖縄本島の３地域（北部，中部，南部）の計８カ

所とした（図１及び表１の地点⑪－⑯）．これらの地点

で松葉を約１ kg 採取し，実験室に持ち帰り，乾燥・灰

化させた後 U８容器に移し，核種分析を行った． 

 

Ⅲ 結果 

１．「モニタリング強化」による調査 

定時降下物については，2011年４月５日から６日にか

けて採取した定時降下物試料（0.5 mm の降雨を観測，

80 mL の雨水を採取）から 131I が 4.8 MBq/km2検出され

た．定時降下物からの検出事例は，この１件のみである． 

上水については，131Iや 137Cs 等の核分裂生成物の検出

事例はなかった． 

空間線量率の推移について，2011年３月から４月まで

の日変化を図２に示す．福島第一原子力発電所１号機原

子炉建屋の水素爆発がおきた 2011 年３月 12 日以降，空

間線量率数は当該調査地点の変動の範囲内であり，特に

異常な数値の上昇は確認されなかった（当該地点では，

2010 年 12 月から観測を開始．事故が発生する 2011 年３

月 11日までの平均値は 21.7 nGy/h（最小 17.6，最大 45.3））．

また，また定時降下物で 131I が検出された４月６日前後

において，１時間値の変化も確認したが，目立った数値

の上昇は確認されなかった（図３）． 

図２．うるま市における空間線量率の日変化．原発

事故発生後も大きな線量率の上昇は認められな

い． 
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表３．大気浮遊じんの核種分析結果．検出事例のあ

った試料のみを掲載．ろ紙の設置及び回収は毎

日 15 時に行った． 
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図３．131I が検出された４月６日前後の空間線量率の

経時変化．降下物試料を採取した時間帯におい

て，線量率の大きな変化は無い． 

 

表４．土壌等試料等の核種分析結果．放射能濃度（Bq/kg）については，土壌及び底質は乾燥重量あたり，芝草は生

重量あたりで示している． 

表２．月間降下物の測定結果．事故発生時の 2011年

３月から１年間の調査結果のうち検出事例があ

った月のみを掲載． 

２．月間降下物調査 

 事故が発生した 2011年３月から 2012 年３月までの月

間降下物の試料について，核分裂生成物の検出事例のあ

った事例を表２にまとめた． 

検出された核分裂生成物は，131I，134Cs 及び 137Cs の３

種であった．131I については，事故が発生した３月から

沖縄県への飛来が確認され，４月については，最も濃度

が高かったが，５月以降は検出されていない． 

134Cs 及び 137Cs については，４月から６月までの試料

に検出され，こちらも４月が最も高濃度であった． 

３．大気浮遊じん調査 

 大気浮遊じんの測定結果について，検出された事例を

表３に示す．なお，本調査は，異常値が検出された際の

データの補完を目的としていた事から，試料採取後，直

ちに測定を行ったのは，定時降下物において 131I が検出

された 2011 年４月６日に採取した試料と，その翌日に採

取した試料のみである（４月５日に採取した試料は４月

７日に測定）．他の試料については，後日，放射性 Cs

の飛来を確認するため，測定を行った．  

核分裂生成物の飛来が確認されたのは３件で，検出さ

れた核種は 131I，134Cs 及び 137Cs であった．いずれの核種

吸引量 粉塵量

(m
3
) (g) I-131 Cs-134 Cs-137

4/4－4/5 1440 2.33 0.47±0.08 0.50±0.08 0.38±0.08

4/5－4/6 1434 2.16 3.7±0.1 3.5±0.2 3.2±0.1

4/6－4/7 1440 2.32 1.7±0.1 N.D. N.D.

検出された核種（Bq/m
3）

採取期間

I-131 Cs-134 Cs-137

（MBq/km
2
) （MBq/km

2
) （MBq/km

2
)

3月 0.59±0.09 N.D. N.D.

4月 2.9±0.6 4.3±0.1 3.7±0.1

5月 N.D 0.47±0.03 0.49±0.03

6月 N.D 0.067±0.011 0.087±0.012

採取月

放射能濃度 検出下限 放射能濃度 検出下限

①うるま市 土壌（0－5 cm）2011.7.28 2011.8.22 N.D. 0.86 N.D. 0.92

②那覇市奥武山公園 土壌（0－5 cm）2011.7.28 2011.8.16 2.6±0.3 1.2 N.D. 1.2

③北部保健所 表土 2011.8.25 2011.9.21 N.D. 0.85 N.D. 0.97

芝草 2011.8.25 2011.8.30 N.D. 0.61 N.D. 0.47

④宮古保健所 表土 2011.9.15 2011.10.24 1.5±0.3 1.1 N.D. 1.2

芝草 2011.9.15 2011.10.19 1.0±0.1 0.42 N.D. 0.49

⑤八重山保健所 表土 2011.10.21 2011.11.14 N.D. 0.72 N.D. 0.74

芝草 2011.10.21 2011.11.9 0.22±0.06 0.18 N.D. 0.18

⑥屋部川（古島橋） 底質 2012.11.19 2012.11.26 0.80±0.23 0.69 N.D. 0.74

⑦天願川（宇堅橋） 底質 2012.10.25 2012.11.2 N.D. 0.57 N.D. 0.60

⑧比謝川（比謝橋） 底質 2012.10.25 2012.10.31 N.D. 0.46 N.D. 0.48

⑨國場川（那覇大橋）底質 2012.8.31 2012.11.12 N.D. 0.77 N.D. 0.75

⑩報得川（川尻橋） 底質 2012.10.25 2012.11.13 0.82±0.10 0.42 N.D. 0.40

試料採取地点 種類
Cs-134（Bq/kg)Cs-137（Bq/kg)

試料採取日 試料測定日
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表５．松葉試料の核種分析結果． 

図４．NOAA の HYSPLIT モデルによる 2011 年４月

６日の後方流跡線解析（起点高度 500m,遡及時

間： 72時間）． 

 

も４月５日から６日にかけて採取した試料が，最も高い

値を示していた．  

４．土壌等環境試料調査 

土壌試料等の調査結果を表４に示す．土壌試料及び芝

草のいくつかの試料で 137Cs が検出された．底質試料に

は，137Cs がほとんど含まれておらず１ Bq/kg未満であっ

た．また，134Cs は全ての試料で不検出であった．なお，

137Cs以外で γ線を放出する核分裂生成物は確認されなか

った．  

５．松葉試料 

松葉試料等の独自調査結果を表５に示した．灰化処理

を行い，低いレベルの放射能が検知できるよう努めたが，

134Cs 及び 137Cs のいずれも不検出であった．  

 

Ⅳ 考察 

１．沖縄地方への核分裂生成物の移流  

2011 年３月分の月間降下物については，131I が検出さ

れた．これは，原子炉から放出されたガス状の放射性 I

は，速く広域へと拡散したと考えられる．なお，全国の

自治体で，2011 年３月分の月間降下物試料で，何らかの

核分裂生成物が検出されたのは 35 都道府県であり，その

うち北海道と鹿児島県では本県と同様に 131I のみ検出さ

れている 1)． 

2011年４月については，４月６日に「モニタリング強

化」の定時降下物調査で 131I が検出された他，月間降下

物から 131I ，134Cs 及び 137Cs が検出された．そこで，当

時の空気塊の移流をNOAAのHYSPLITモデル 9)を用い，

解析を行った．ここでの解析条件は，起点高度を 500 m，

遡及時間を 72時間に設定した．図４は，その一例で，131I

が検出された４月６日の空気の移流を遡ったものであ

る．４月５日の東北地方を通過した気塊が，太平洋を南

下し，その後南西方向へ曲がって沖縄地方へと移流して

いることがわかる．同様な条件で，４月１日から 30 日ま

で後方流跡線解析を行ったが，東北地方上空を通過する

ような空気の流れが確認できたのは，４月６日の事例の

みであった．また，独自調査による大気浮遊じんの結果

において，４月５日から６日にかけて採取した試料から

131I，134Cs 及び 137Cs が顕著に検出されている事と併せる

と，沖縄地方で検出された福島第一原発事故由来の核分

裂生成物は，４月５日に東北地方を通過した気塊が移流

してきたことによる影響と考えられる． 

２．降下物中の核分裂生成物の空間線量率への寄与 

 月間降下物の調査では 2011 年４月から６月までの試

料から人工放射性物質が確認され,特に４月の試料が最

放射能濃度 検出下限 放射能濃度 検出下限

⑪国頭村楚洲１ 2013.1.16 2013.2.21 N.D. 0.030 N.D. 0.028

⑪国頭村楚洲２ 2013.1.16 2013.3.15 N.D. 0.034 N.D. 0.041

⑫名護市許田 2013.1.16 2013.3.18 N.D. 0.041 N.D. 0.041

⑬うるま市与那城中央 2013.2.6 2013.3.28 N.D. 0.037 N.D. 0.041

⑭うるま市与那城照間 2013.2.6 2013.3.29 N.D. 0.041 N.D. 0.043

⑮うるま市具志川 2013.2.6 2013.4.2 N.D. 0.042 N.D. 0.042

⑯南城市大里字大里① 2012.10.15 2012.10.24 N.D. 0.040 N.D. 0.040

⑯南城市大里字大里② 2012.10.15 2012.12.11 N.D. 0.021 N.D. 0.022

Cs-134（Bq/kg・生)
試料名 試料採取日 試料測定日

Cs-137（Bq/kg・生)
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図５．2001－2011年における那覇市奥武山公園の土

壌（0－5cm）中の 137Cs（Bq/kg）． 

表６．2011 年４月分の月間降下物の核分裂生成物に

ついての空間吸収線量率（nGy/h）及び年間被曝

量（nSv/h）への換算．換算係数については，「線

量推定及び評価法解説」より引用した． 

表７．土壌等試料の 137Cs から実効線量率（nSv/h）へ

の換算．137Cs の値は，表４の 137Cs の値を面積あ

たり換算したもの．137Cs の換算係数については，

表６と同じ． 

も濃度が高かったが，空間線量率に変化がみられなかっ

た．この事について，次の通り降下物から放出される放

射能レベルを算出する事で考察する． 

４月に検出された人工放射性物質それぞれについて，

換算係数 10)を用い， １時間あたりの空間線量率に換算

した（表６）．なお，換算にあたっては，131I ，134Cs 及

び 137Cs が地面に一様に分布（面線源）であるとした． 

表６に示すとおり，換算された空気吸収線量率を合計

すると 0.030 nGy/h になる．沖縄県で観測される空間線量

率は平均で約 20 nGy/h であることとから，この降下物試

料から放出される放射線のレベルは，その 1/700 程度で

あり，空間線量として検出できるレベルを下回っている

と判断される． 

 また，これらの核分裂生成物の放射線の人体への影響

について，換算係数を用い年間の外部被ばく量（Sv）計

算したところ，1.6×10-4 mSv/yであった（放射性物質の

減衰を考慮し算出）．日本人は，日常の生活で天然の放射

性物質（土壌中の 40K，大気中の 222Rn 等）や医療機関で

のレントゲン検査等によって，年間平均で 3.7 mSv/y 被

ばくしているといわれる 10)．したがって，換算値は日本

人の年間の被ばく量の２万分の１以下となることから，

降下物中の核分裂生成物による人体への外部被ばくのリ

スクは問題の無いレベルといえる． 

３．土壌等から検出された放射性 Cs の評価 

（１）土壌等から検出された 137Cs の放射能レベル 

今回の調査では，河川底質を含め 10 地点中４地点（６

試料）で，137Cs が検出された．  

そのうち，那覇市奥武山公園については過去から水準

調査により経年変化が把握されている 1)（図５）．これに

よると，同地点の表層土（０－５cm）の 137Cs について

は，近年は約２－４Bq/kg で推移している．同地点にお

ける今回の調査結果も 2.6 Bq/kgであり，過年度と同等で

あった．その他の地点については，奥武山公園よりも高

い濃度は確認されず，放射能のレベルとしては「平準」

な値といえる． 

土壌等から検出された 137Cs について，空間線量への

寄与を算出した結果を表７に示すが，最も線量率の高い

奥武山公園（土壌）ですら，0.0001 μSv/h にも満たない．

文部科学省が日本全国を対象に実施した航空機モニタリ

ング（地表面から１m 高さの空間線量率）では，沖縄県

のほとんどの地域が 0.1 μSv/h 以下であったが，宮古島や

石垣島の一部に 0.1－0.2 μSv/h の地域が確認されてい

る 11)．しかしながら，表７において，宮古島及び八重山

島の 137Cs の空間線量への寄与は，それぞれ 0.0017nSv/h

（表土）及び 0.000039 nSv/h（芝草）であり，実際の空

間線量に寄与するレベルではない．  

（２）137Cs の起源 

検出された放射性 Cs が福島第一原発事故由来か否か

を判定するには，Cs比（134Cs / 137Cs）をみるのが有用な

手段である．福島第一原発事故の発生当時，Cs比は１で

あったが，時間経過に伴い 137Csよりも半減期の短い 134Cs

は先に減衰するため，Cs比も減少することになる． 

今回の調査では 134Csが検出された試料はなかったが，

137Cs のレベルも低いため，134Cs が存在しないのか，単

に放射能レベルが低いため検出されていないのかどうか

0
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201120062001

1
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7
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s
（
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I-131 Cs-134 Cs-137

降下量(MBq/km
2
) 2.9 4.3 3.7

換算係数

（nGy/h per kBq/m
2）

1.18 4.68 6.34

空間線量率
換算値(nGy/h)

0.0034 0.020 0.0063

計 0.030

換算係数

（nSv/h per kBq/m
2）

0.89 3.6 1.3

年間被曝量
換算値(mSv/y)

7.2×10
-7

1.2×10
-4

0.42×10
-4

計 1.6×10
-4

Cs-137 実効線量率

（MBq/km
2
) （nSv/h）

②奥武山公園 土壌 67 0.087

④宮古保健所 表土 1.3 0.0017

芝草 0.26 0.00034

⑤八重山保健所 芝草 0.030 0.000039

場所 種類
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表８．検出された 137Cs を全て事故由来と仮定したと

きの Cs比から求めた 134Cs 濃度（Cs 比は，事故

発生日の 2011 年３月 12 日を１とし，試料採取

日までの両核種の減衰を計算して求めた）． 

検証する必要がある． 

表８に今回の調査で土壌等を採取した時点での Cs 比

とその Cs比から推定される 134Cs を示す．屋部川の底質

試料を除く５つの試料については，表８の 134Cs の推定

値が，表４の 134Cs の下限値以上となっている．したが

って，これら５つの試料については，検出された 137Cs

が福島第一原発事故由来であったならば，134Cs も検出さ

れてなくてはならない．しかしながら，いずれの試料も

134Cs が不検出であることから，これらの試料については

福島第一原発事故由来ではなく，過去の核実験等の由来

であると考えられる， 

（３）陸域への放射性 Cs の沈着 

Cs は土壌中に種類にもよるが，様々な結合の仕方（例

えば交換態，粘土鉱物との結合態など）により，結合態

によっては強力に吸着することが知られており 12)，さら

に，土壌中に吸着した Cs は攪乱等がなければ表層に留

まり続けるとされている 13)． 

月間降下物調査等から，福島第一原発事故由来の放射

性 Cs が沖縄地方に飛来してきたのが確認されたにもか

かわらず，土壌等の調査では，同事故の影響を示す結果

は得られなかった．これは，九州各県も同様で，放射性

Cs の降下量はほぼ同じレベルであったが，2011 年の土

壌調査ではいずれの県も 134Cs が検出されていない 1)． 

チェルノブイリ原発事故発生時は，与那城町（現・う

るま市）で採取した月間降下物試料（1986 年４月 30 日

－５月 22 日にかけて採取）において 55.5 MBq/km2 の

137Cs が検出されたが，同年の土壌試料（那覇市で採取）

では 137Csの増加は確認されなかった（1985年：8.14 Bq/kg, 

1986 年：5.55 Bq/kg, 1987 年：4.81 Bq/kg）1)． 

土壌の表層に沈着した Cs が降雨により表層の土壌ご

と洗い流されてしまった事を想定し，河川の底質につい

て調査を行ったが，その試料においても 134Cs は検出さ

れず，事故の影響を示す結果は得られなかった． 

これらの事からすると，今回の事故による降下物の放

射能レベルは，土壌への沈着を確認できるレベルまでに

は至っておらず影響は小さかったと推定される．その原

因として，地表に降下した Cs が，沈着・固定する前に，

再浮遊してしまったという事も想定されるが，本報告で

はその動態についての知見を得るには至ってない．  

指標生物の松葉については，佐賀県や鹿児島県で同事

故に起因するとされる放射性 Cs が検出されたとの報告

があるが 14)，今回の沖縄島の数箇所で行った調査では放

射性 Cs の検出事例はなかった． 

以上のように，土壌中から検出された 137Cs が全て平

準な値であり，それらが過去の核実験の由来と考えられ

る事，134Cs の検出事例がない事，さらに指標生物（松葉）

からも放射性 Cs が検出されない事等を総合的に勘案す

ると，福島第一原発事故由来の放射性 Cs の沖縄県の陸

域への沈着については，2012年時点では観測レベル以下

にあると判断される． 
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